
11 条―8 

十一条－参考 2 

既許可 まとめ資料「安全避難通路等」 
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11 条―9 

十一条－参考 3 

既許可 まとめ資料「安全避難通路等」 
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11 条―10 

 

203



11 条―11 
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12 条補足説明資料 

安全施設 
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12 条－1 

1. 要求事項 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

（安全施設） 

第十二条 安全施設は、その安全機能の

重要度に応じて、安全機能が確保さ

れたものでなければならない。 

 

第１２条（安全施設） 

１ 第１項に規定する「安全機能の

重要度に応じて、安全機能が確

保されたもの」については、「発

電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審

査指針」による。ここで、当該

指針における「安全機能を有す

る構築物、系統及び機器」は本

規定の「安全施設」に読み替え

る。 

 

適 合 対 象

（2.1 に設

計方針を示

す。） 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全

機能の重要度が特に高い安全機能

を有するものは、当該系統を構成す

る機械又は器具の単一故障（単一の

原因によって一つの機械又は器具

が所定の安全機能を失うこと（従属

要因による多重故障を含む。）をい

う。以下同じ。）が発生した場合であ

って、外部電源が利用できない場合

においても機能できるよう、当該系

統を構成する機械又は器具の機能、

構造及び動作原理を考慮して、多重

性又は多様性を確保し、及び独立性

を確保するものでなければならな

い。 

２ 第２項の「単一故障」は、従属

要因に基づく多重故障を含ま

れる。 

３ 第２項に規定する「安全機能を

有する系統のうち、安全機能の

重要度が特に高い安全機能を

有するもの」は、上記の指針を

踏まえ、以下に示す機能を有す

るものとする。 

一 その機能を有する系統の多

重性又は多様性を要求する

安全機能 

適合対象外

（2.2 に示

すとおり，

圧縮減容装

置は放射性

物質の貯蔵

機能（ＰＳ

－３）を有

する固体廃

棄物処理系

の設備であ

り，重要度

が特に高い

安全機能を

有するもの
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12 条－2 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

 

二 その機能を有する複数の系

統があり、それぞれの系統

について多重性又は多様性

を要求する安全機能 

４ 第２項に規定する「単一故障」

は、動的機器の単一故障及び静

的機器の単一故障に分けられ

る。重要度の特に高い安全機能

で な い た

め） 
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12 条－3 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

を有する系統は、短期間では動

的機器の単一故障を仮定して

も、長期間では動的機器の単一

故障又は想定される静的機器

の単一故障のいずれかを仮定

しても、所定の安全機能を達成

できるように設計されている

ことが必要である。 

５ 第２項について、短期間と長期

間の境界は 24 時間を基本と

し、運転モードの切替えを行う

場合はその時点を短期間と長

期間の境界とする。例えば運転

モードの切替えとして、加圧水

型軽水炉の非常用炉心冷却系

及び格納容器熱除去系の注入

モードから再循環モードへの

切替えがある。 

また、動的機器の単一故障又は

想定される静的機器の単一故

障のいずれかを仮定すべき長

期間の安全機能の評価に当た

っては、想定される最も過酷な

条件下においても、その単一故

障が安全上支障のない期間に

除去又は修復できることが確

実であれば、その単一故障を仮

定しなくてよい。 
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12 条－4 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

さらに、単一故障の発生の可能

性が極めて小さいことが合理

的に説明できる場合、あるい

は、単一故障を仮定することで

系統の機能が失われる場合で

あっても、他の系統を用いて、

その機能を代替できることが

安全解析等により確認できれ

ば、当該機器に対する多重性の

要求は適用しない。 

 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設

計基準事故に至るまでの間に想定

される全ての環境条件において、そ

の機能を発揮することができるも

のでなければならない。 

 

６ 第３項に規定する「想定される

全ての環境条件」とは、通常運

転時、運転時の異常な過渡変化

時及び設計基準事故時におい

て、その機能が期待されている

構築物、系統及び機器が、その

間にさらされると考えられる

全ての環境条件をいう。 

 

適合対象 

（2.3 に設

計方針を示

す。） 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を

確認するため、その安全機能の重要

度に応じ、発電用原子炉の運転中又

は停止中に試験又は検査ができる

ものでなければならない。 

 

７ 第４項に規定する「発電用原子

炉の運転中又は停止中に試験

又は検査ができる」とは、実系

統を用いた試験又は検査が不

適当な場合には、試験用のバイ

パス系を用いること等を許容

することを意味する。 

８ 第４項に規定する「試験又は検

適合対象外

（2.4 に設

計方針を示

す。） 
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12 条－5 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

査」については、次の各号によ

ること。 

一 発電用原子炉の運転中に待

機状態にある安全施設は、

運転中に定期的に試験又は

検査（実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準

に関する規則（平成２５年

原子力規制委員会規則第６

号。以下「技術基準規則」

という。）に規定される試験

又は検査を含む。）ができる

こと。ただし、運転中の試

験又は検査によって発電用

原子炉の運転に大きな影響

を及ぼす場合は、この限り

でない。また、多重性又は

多様性を備えた系統及び機

器にあっては、各々が独立

して試験又は検査ができる

こと。 

二 運転中における安全保護系

の各チャンネルの機能確認

試験にあっては、その実施

中においても、その機能自

体が維持されていると同時

に、原子炉停止系及び非常
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12 条－6 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

用炉心冷却系等の不必要な

動作が発生しないこと。 

三 発電用原子炉の停止中に定

期的に行う試験又は検査

は、原子炉等規制法及び技

術基準規則に規定される試

験又は検査を含む。 

９ 第４項について、下表の左欄に

掲げる施設に対しては右欄に

示す要求事項を満たさなけれ

ばならない。 
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12 条－7 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

 

 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプ

その他の機器又は配管の損壊に伴

う飛散物により、安全性を損なわな

いものでなければならない。 

 

１０ 第５項に規定する「蒸気ター

ビン、ポンプその他の機器又は

配管の損壊に伴う飛散物」と

は、内部発生エネルギーの高い

流体を内蔵する弁及び配管の

破断、高速回転機器の破損、ガ

ス爆発又は重量機器の落下等

によって発生する飛散物をい

う。なお、二次的飛散物、火災、

化学反応、電気的損傷、配管の

破損又は機器の故障等の二次

的影響も考慮するものとする。

また、上記の「発生する飛散物」

の評価については、「タービン

ミサイル評価について」（昭和

５２年７月２０日原子力委員

会原子炉安全専門審査会）等に

よること。 

 

 

適合対象外

（2.5 に示

すとおり圧

縮減容装置

は飛散物の

発生源とな

ら ず ,ミ サ

イル防護の

対象となら

ないため）
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12 条－8 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原

子炉施設において共用し、又は相互

に接続するものであってはならな

い。ただし、二以上の発電用原子炉

施設と共用し、又は相互に接続する

ことによって当該二以上の発電用

原子炉施設の安全性が向上する場

合は、この限りでない。 

 

１１ 第６項に規定する「重要安全

施設」については、「発電用軽水

型原子炉施設の安全機能の重

要度分類に関する審査指針」に

おいてクラスＭＳ－１に分類

される下記の機能を有する構

築物等を対象とする 。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダ

リの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能

並びに放射線の遮蔽及び放

出低減機能（ただし、可搬

型再結合装置及び沸騰水型

発電用原子炉施設の排気筒

（非常用ガス処理系排気管

の支持機能を持つ構造物）

を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉

停止系への作動信号の発生

機能 

・安全上特に重要な関連機能

（ただし、原子炉制御室遮

蔽、取水口及び排水口を除

く。） 

適合対象外

（2.6 に示

すとおり圧

縮減容装置

は放射性物

質の貯蔵機

能（ＰＳ－

３）を有す

る固体廃棄

物処理系の

設 備 で あ

り，重要安

全施設に該

当しないた

め） 
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12 条－9 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

１２ 第６項に規定する「安全性が

向上する場合」とは、例えば、

ツインプラントにおいて運転

員の融通ができるように居住

性を考慮して原子炉制御室を

共用した設計のように、共用対

象の施設ごとに要求される技

術的要件を満たしつつ、共用す

ることにより安全性が向上す

るとの評価及び設計がなされ

た場合をいう。 

１３ 第６項に規定する「共用」と

は、２基以上の発電用原子炉施

設間で、同一の構築物、系統又

は機器を使用することをいう。

１４ 第６項に規定する「相互に接

続」とは、２基以上の発電用原

子炉施設間で、系統又は機器を

結合することをいう。 

 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）

は、二以上の発電用原子炉施設と共

用し、又は相互に接続する場合に

は、発電用原子炉施設の安全性を損

なわないものでなければならない。

 

 適合対象外

（2.7 に示

すとおり圧

縮減容装置

は共用しな

いため） 
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12 条－10 

2. 適合のための設計方針 

「１．要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針を示すとともに，圧縮減容装置の設置時における適合のための設計方針

を以下に示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第十二条第１項について 

既許可における設計方針 

既許可では，安全施設を「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類

に関する審査指針」に基づき，それが果たす安全機能の性質に応じて，異常発

生防止系（ＰＳ）及び異常影響緩和系（ＭＳ）に分類している。また，安全施

設の有する安全機能の重要度に応じて，クラス１，クラス２及びクラス３に分

類している。安全施設は，この分類に応じて，それぞれの基本的目標を達成す

ることができる設計方針とすることにより，安全機能を確保することとしてい

る。 

【十二条－参考１】 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

 圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備である。（第 12－1 表）。このため，一般の産業施設と同等以上の信

頼性を確保し，かつ，維持することを基本的目標とし，設計する。 

したがって，既許可における適合のための設計方針を踏まえたものであり，

本項に適合する。 
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12 条－11 

第 12－1 表 圧縮減容装置の安全上の機能別重要度分類 

分類 

異常状態発生防止 

定義 機能 
構築物，系統又は

機器 

特記すべき

関連系 

ＰＳ－３ 

１）異常状態の

起因事象となる

ものであって，

ＰＳ－１及びＰ

Ｓ－２以外の構

築物，系統及び

機器 

３）放射性物質

の貯蔵機能 

 

固体廃棄物処理系 － 

 

2.2 設置許可基準規則第十二条第２項について  

既許可における設計方針 

既許可では，安全機能を有する系統のうち，安全機能の重要度が特に高い安

全機能を有するものとして，設置許可基準規則解釈第１２条３に示されている

機能を有するものについての要求事項が定められている。解釈３にて示されて

いる機能は，クラス１及びクラス２に係るものであり，クラス３については本

項の適合対象外としている。 

【十二条－参考 2】 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備である。このため，設置許可基準規則解釈第１２条３により「安全

機能を有する系統のうち，安全機能重要度が特に高い安全機能を有するもの」

に該当せず，本項については適合対象外である。 

 

2.3 設置許可基準規則第十二条第３項について 

既許可における設計方針 

 既許可では，安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲労，劣化

等に対しても十分な余裕をもって機能維持が可能となるよう，通常運転時，運
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12 条－12 

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に想定される圧力，温度，湿度，

放射線量等各種の環境条件下で，期待されている安全機能を発揮できる設計と

している。 

【十二条－参考 3】 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備である。このため，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設

計基準事故時に想定される環境条件（圧力，温度，湿度及び放射線等）におい

て，放射性物質の貯蔵機能が発揮できる設計とする。環境条件は，圧縮減容装

置が設置される固体廃棄物作業建屋は屋外に設置されていること，固体廃棄物

作業建屋内には圧力・温度上昇要因がないことを踏まえて設定する。 

したがって，既許可における適合のための設計方針を踏まえたものであり，

本項に適合する。 

 

2.4 設置許可基準規則第十二条第４項について 

既許可における設計方針 

既許可では，安全施設は，その健全性及び能力を確認するために，その安全

機能の重要度に応じ，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができ

る設計としている。 

また，既許可では，設置許可基準規則解釈第１２条９に示される表の左欄の

機器等について，右欄に示される試験又は検査に係る要求事項を満たすよう設

計している。放射性物質の貯蔵機能を有する設備については，本表の左欄の機

器等として示されていない。 

【十二条－参考 4】 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 
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12 条－13 

圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備であり，放射性物質の貯蔵機能を有する固体廃棄物処理系の機能の

健全性を定期的な試験又は検査（保全プログラムに基づく点検等）を行うこと

により確認できる設計とする。 

また，圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃

棄物処理系の設備であり，設置許可基準規則解釈第１２条９に示される表の左

欄の機器等には該当していない。 

したがって，既許可における適合のための設計方針を踏まえたものであり，

本項に適合する。 

【十二条－参考 5】 

 

2.5 設置許可基準規則第十二条第５項について 

既許可における設計方針 

既許可では，発電用原子炉施設内部においては，内部発生エネルギの高い流

体の弁の破損，配管の破断及び高速回転機器の破損による飛散物が想定される

ため，プラントの安全性を損なうおそれのある飛散物が発生する可能性を十分

低く抑えるよう，機器の設計，製作，品質管理，運転管理に十分な考慮を払う

こととしている。 

また，万一タービンの破損を想定した場合でも，飛散物によって安全施設の

機能が損なわれている可能性を極めて低くする設計としている。 

【十二条－参考 6】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，内部発生エネルギの高い流体を内包せず，また高速回転機

器にも該当しないため，飛散物の発生源として考慮する必要はない。 
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また，「タービンミサイル評価について」（昭和５２年７月２０日原子力委員

会原子炉安全専門審査会）においては，ミサイル防護の対象を格納容器内冷却

材圧力バウンダリ及び使用済燃料プールとしており，放射性物質の貯蔵機能（Ｐ

Ｓ－３）を有する固体廃棄物処理系はミサイル防護の対象となっていない。 

したがって，本項については適合対象外である。 

【十二条－参考 7】 

 

2.6 設置許可基準規則第十二条第６項について 

既許可における設計方針 

 既許可では，重要安全施設である「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重

要度分類に関する審査指針」（平成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決定）に示

されるクラスＭＳ－１設備を対象に，２以上の発電用原子炉施設において共用

又は相互接続する設備はないとしている。 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備である。このため，重要安全施設に該当しておらず，本項について

は適合対象外である。 

 

2.7 設置許可基準規則第十二条第 7 項について 

既許可における設計方針 

 設置許可基準規則第十二条第 7 項では，安全施設（重要安全施設を除く。）の

うち，２以上の発電用原子炉施設間で共用する場合についての要求事項を定め

ており，既許可において，２以上の発電用原子炉施設間で共用する安全施設は，

固体廃棄物処理系，所内ボイラ設備，所内蒸気系，給水処理系，緊急時対策所，
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通信連絡設備，放射線監視設備及び消火系としている。 

【十二条－参考 8】 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

 圧縮減容装置は，放射性物質の貯蔵機能（ＰＳ－３）を有する固体廃棄物処

理系の設備ではあるが，２以上の発電用原子炉施設間で共用しない設計とする

ため，本項については適合対象外である。 
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12 条－16 

十二条－参考 1 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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12 条－20 

十二条－参考 2 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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十二条－参考 3 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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12 条－24 

十二条－参考 4 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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十二条－参考 5 

既許可 添付書類八 第 7 章 「７．固体廃棄物処理系」 
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12 条－27 

十二条－参考 6 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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12 条－29 

十二条－参考 7 

「タービンミサイル評価について」 

（昭和５２年７月２０日原子力委員会原子炉安全専門審査会） 

 

  

 

 

 

 

 

 

234



12 条－30 

十二条－参考 8 

既許可 まとめ資料 「安全施設」 
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27 条補足説明資料 

放射性廃棄物の処理施設 
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27 条－1 

1. 要求事項 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

（放射性廃棄物の処理施設） 

第二十七条 工場等には、次に掲げると

ころにより、通常運転時において放射性

廃棄物（実用炉規則第二条第二項第二号

に規定する放射性廃棄物をいう。以下同

じ。）を処理する施設（安全施設に係るも

のに限る。以下この条において同じ。）を

設けなければならない。 

第２７条（放射性廃棄物の処理施設） 

 

 

 

 

 

 

適合対象 

（2.1 に既許可の

処理能力に影響を

与えないことを示

す。） 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周

辺監視区域の境界における水中の放射

性物質の濃度を十分に低減できるよ

う、発電用原子炉施設において発生す

る放射性廃棄物を処理する能力を有す

るものとすること。 

 

１ 第１号に規定する「放射性物質の濃

度を十分に低減できる」とは、気

体廃棄物処理施設にあっては、ろ

過、貯留、減衰及び管理等によ

り、液体廃棄物処理施設にあって

はろ過、蒸発処理、イオン交換、

貯留、減衰及び管理等によるこ

と。 

２ 第１号に規定する「十分に低減でき

る」とは、As Low As Reasonably 

Achievable(ALARA)の考え方の下、

当該工場等として「発電用軽水型

原子炉施設周辺の線量目標値に関

する指針」（昭和５０年５月１３日

原子力安全委員会決定）において

定める線量目標値（５０マイクロ

シーベルト／年）が達成できるも

のであること。 

３ 上記２の線量目標値の評価に当たっ

ては、「発電用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に対する評価指

適合対象 

（2.2 において放

出される放射性物

質による周辺監視

区域外の空気中濃

度を十分低減でき

ること及び一般公

衆の実効線量が無

視し得るほど小さ

いことを示す。） 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

針」（昭和５１年９月２８日原子力

安全委員会決定）等において定め

るところによること。 

二 液体状の放射性廃棄物の処理に係

るものにあっては、放射性物質を処理

する施設から液体状の放射性廃棄物が

漏えいすることを防止し、及び工場等

外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいす

ることを防止できるものとすること。 

 

 

４ 第２号に規定する「液体状の放射性

廃棄物」とは、液体状の放射性廃

棄物及び液体にスラッジ等の固体

が混入している状態のものをいう

（以下本規程において同じ。）。 

５ 第２号に規定する「液体状の放射性

廃棄物の処理に係るもの」とは、

発電用原子炉施設の運転に伴い発

生する液体状の放射性廃棄物を分

離・収集し、廃液の性状により、

適切なろ過、蒸発処理、イオン交

換、貯留、減衰及び管理等を行う

施設及び処理施設を収納する建屋

又は区域をいう。 

６ 第２号に規定する「液体状の放射性

廃棄物が漏えいすることを防止

し、及び工場等の外へ液体状の放

射性廃棄物が漏えいすることを防

止できるもの」については、「放射

性液体廃棄物処理施設の安全審査

に当たり考慮すべき事項ないしは

基本的な考え方」（昭和５６年９月

２８日原子力安全委員会決定）に

おいて定めるところによる。 

 

 

 

適合対象外 

（2.3 に申請施設は

液体廃棄物の処理に

係る設備ではないこ

とを示す。） 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

三 固体状の放射性廃棄物の処理に係

るものにあっては、放射性廃棄物を処

理する過程において放射性物質が散逸

し難いものとすること。 

７ 第３号に規定する「処理する過程」

には、廃棄物の破砕、圧縮、焼却

及び固化等の処理過程が含まれ

る。 

適合対象 

（2.4 に圧縮減容

装置は放射性物質

が散逸し難い構造

であることを示

す。） 
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2. 適合のための設計方針 

 「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針を示すとともに，圧縮減容装置の設置時における適合のための設計方針

を示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第二十七条第１項について 

既許可における設計方針 

 既許可において，固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアは，不燃性

雑固体廃棄物の仕分け・切断を行うとし，その面積は約 900m２とし，そこでは

不燃性雑固体廃棄物を，雑固体減容処理設備を用いた溶融・焼却による減容が

期待できるものと，減容効果が小さいものに仕分け，切断する作業を約 6,000

本／年行うことが可能な設計としている。 

 これは，固体廃棄物作業建屋設置前の仕分け・切断作業の実績（約 240m２の

床面積で年間約 2,000 本処理）を根拠に，3 倍の年間約 6,000 本の処理が可能

となるよう，3 倍の面積である約 720m２を上回る約 900m２のエリア面積を確保

している。 

この仕分け・切断された不燃性雑固体廃棄物は，必要に応じてベイラ建屋に

運ばれ減容装置（以下「ベイラ」という。）にて減容処理した後，廃棄物処理

建屋にて，それぞれ雑固体減容処理設備にて減容が期待できるものは溶融・焼

却され，減容が期待できないものは直接充填固化される。この処理過程を経

て，最終的に最大 1,500 本／年の充填固化体を製作できる設計としている。 

仕分け・切断作業は，作業員 14 名／直の 2 交替体制（計 28 人）を計画して

おり，1 日当たりの処理本数は，ドラム缶 32 本と想定している。 

【二十七条－参考 1】 

【二十七条－参考 2】 
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【二十七条－参考 3】 

また，固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアにおいては給水加熱器

保管庫に保管中の第６給水加熱器等の仕分け・切断作業を行う設計としている。

なお，第６給水加熱器等の仕分け・切断作業を実施する期間は，不燃性雑固体

廃棄物の仕分け・切断作業を実施しない設計としている。 

【二十七条－参考 4】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，雑固体減容処理設備では処理できず，直接充填固化を行っ

ていた廃棄物のうち，無機物（保温材等），難燃物（ゴム，樹脂等），ペール缶，

薄物金属等を圧縮処理する設備として設計する。上記対象廃棄物は，圧縮減容

装置にて圧縮処理をし，廃棄物処理建屋にてモルタル充填固化する設計とする。 

不燃性雑固体廃棄物の処理フローを第 27－1 図に示す。 

圧縮減容装置の設置に当たり，第 27－2 図に示すとおり，固体廃棄物作業建

屋の仕分け・切断作業エリア内に新たに「圧縮減容処理エリア」を設ける。仕

分け・切断エリアにおいては不燃性雑固体廃棄物の仕分け・切断作業を行い，

これと並行して圧縮減容処理エリアにおいては，圧縮減容処理を行える設計と

する。圧縮減容処理エリアは，圧縮減容装置の設置面積及び作業のための取り

回し等の面積を含めて約 70m２とし，仕分け・切断作業エリアは，今後は面積約

830m２にて仕分け・切断作業を行う設計とする。なお，圧縮減容作業は作業員約

6 名による作業を計画しており，1 日当たりの処理本数は，ドラム缶 6 本と想定

している。 

仕分け・切断作業エリアは，既許可における仕分け・切断作業の処理能力設

計の根拠から，約 720m２の床面積で年間約 6,000 本の処理が可能となる設計と

しており，新たに圧縮減容処理エリアを設けたとしても，既許可における不燃
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性雑固体廃棄物の仕分け・切断作業の処理能力は担保される。 

また，固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアにおいて第６給水加熱

器等の仕分け・切断作業を行うこととしているが，第 27－3 図に示すとおり，

新たに圧縮減容処理エリアを設けたとしても，第６給水加熱器等の仕分け・切

断を行う作業場所が十分確保できることから，圧縮減容処理エリアでの圧縮減

容処理と並行して第６給水加熱器等の仕分け・切断作業を問題なく行える設計

とする。なお，既許可と同様，第６給水加熱器等の仕分け・切断作業を実施し

ている間は，不燃性雑固体廃棄物の仕分け・切断作業は実施しない。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針を踏まえたものであり，

本項に適合する。 

なお，既設のベイラは，プレス能力が約 10ｔの減容プレス機であり，ドラム

缶内の不燃性雑固体廃棄物を上から 1 軸でプレスすることで効率よく収納可能

な設備であるが，圧縮減容装置は，対象廃棄物を収納したドラム缶を，約 300

ｔの圧縮力で 3 方向から圧縮減容する設備であるため，より効率的に不燃性雑

固体廃棄物の減容を促進できる。 
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27 条－8 

 

第 27－2 図 固体廃棄物作業建屋 1 階のエリア図 

 

 

第 27－3 図 第６給水加熱器等仕分け・切断時の 

固体廃棄物作業建屋 1 階作業エリアのイメージ図 
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27 条－9 

2.2 設置許可基準規則第二十七条第１項第１号について 

廃棄物処理建屋排気口から放射性物質を放出する系統は，雑固体廃棄物焼却

設備等を放出源とする廃棄物処理建屋排気系と，固体廃棄物作業建屋の換気を

行う固体廃棄物作業建屋換気系の 2 系統であり，既許可では当該 2 つの系統に

より周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう設

計している。 

以下では，それぞれの系統について圧縮減容装置の設置時における設計方針

等について説明する。 

固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋換気系の系統概略図を第 27－4 図に

示す。 

【二十七条－参考 5】 
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27 条－10 

 

 

第 27－4 図 固体廃棄物作業建屋及び廃棄物処理建屋換気系 系統概略図 
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27 条－11 

(1) 廃棄物処理建屋排気系 

 既許可における設計方針 

  既許可における，廃棄物処理建屋排気系を経て廃棄物処理建屋排気口より

放出される放射性物質は，以下のとおり無視できる程度であることを確認し

ている。 

  廃棄物処理建屋排気系での可燃性雑固体廃棄物の焼却処理に伴う排気は，

セラミックフィルタ及び高性能粒子フィルタを通し廃棄物処理建屋排気口か

ら放出する設計としている。この設計により，廃棄物処理建屋排気口からの

放射性物質は高性能粒子フィルタ等により除去されるため，廃棄物処理建屋

排気口より放出される放射性物質は無視できる程度としている。 

【二十七条－参考 6】 

【二十七条－参考 7】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針 

  圧縮減容装置は固体廃棄物作業建屋に設置し，圧縮減容装置から放出され

る放射性物質は，固体廃棄物作業建屋換気系を経て廃棄物処理建屋排気口よ

り放出される。固体廃棄物作業建屋換気系と廃棄物処理建屋排気系は廃棄物

処理建屋排気口に至る前に合流するものの，廃棄物処理建屋排気系の設計に

悪影響を与えない設計とする。 
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27 条－12 

(2) 固体廃棄物作業建屋換気系 

 既許可における設計方針 

既許可において，固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視区域外の

空気中濃度は，無視できる程度であることを以下のとおり評価しており，添

付書類九の平常時被ばくの評価には含めていない。 

【二十七条－参考 8】 

評価条件を第 27－1 表に示す。 

不燃性雑固体廃棄物等に含まれる放射性物質として，1 次系機器，配管等

の構成材料の一部が不純物として溶出し，原子炉内で放射化され生成する腐

食生成物及び燃料から１次冷却材中に漏えいした微量の核分裂生成物があ

るが，核種の半減期を考慮すると，各々Co-60 と Cs-137 が主要な核種とな

る。さらに東海発電所の不燃性雑固体廃棄物も扱うことから，これらに Sr-

90，全αを加えて主要な粒子状物質の核種とする。また，揮発性物質の核種

としては，H-3 と C-14 を想定している。評価対象核種を以下に示す。 

  ○粒子状放射性物質（Co-60，Cs-137，Sr-90，全α） 

  ○揮発性放射性物質（H-3，C-14） 
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27 条－13 

 

第 27－1 表 評価に用いた条件 

項目 評価条件 説明 

ドラム缶の年間 

処理本数 
6,400 本 年間予定処理本数 

取扱い放射能量 第 27－5 図 
二十七条－参考 10 のとおり算出 

取扱い対象廃棄物：東海，東海第二 

建屋フィルタの 

補集効率 
0.999 

固体廃棄物作業建屋内排気フィルタユニットの設計

値 

移行率 
粒子状：4.0×10－３ 

揮発性：8.0×10－３ 

廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第 3 次版

財団法人 電力中央研究所）における設定値 

相対濃度 

3.0×10－１１s／cm３ 

（右記による計算結果

2.7×10－１１s／cm３を保

守的に 3.0×10－１１s／

cm３に切り上げ) 

気象データ ：1981 年度 

放出高さ  ：地上高さ（有効高さ 0m） 

累積出現頻度：小さい方から 97％ 

評価点   ：廃棄物処理建屋排気口（放出点）の風

下方位北側約 900m（人の居住を考慮

した評価点（隣接事業所を含む周辺監

視区域境界）のうち，放出点から海側

を除く風下方位の中で相対濃度が最

大となる評価点） 

【二十七条－参考 9】 

【二十七条－参考 10】 

評価の結果，第 27－5 図のとおり，周辺監視区域外の空気中濃度は，無視

できる程度である。  
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27 条－14 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置による圧縮減容に伴い固体廃棄物作業建屋換気系の排気中に

放射性物質が一部移行することとなるため，放出する放射性物質の濃度が十

分に低減でき無視できる程度であることを以下の評価により確認する。 

評価条件を第 27－2 表に示す。 

第 27－2 表 評価に用いた条件 

項目 評価条件 説明 

ドラム缶の 

年間処理本数 
1,500 本 年間予定処理本数 

取扱い放射能量 第 27－5 図 
二十七条－参考 10 のとおり算出 

取扱い対象廃棄物：東海第二 

建屋フィルタの

補集効率 
0.999 固体廃棄物作業建屋内排気フィルタユニットの設計値 

放出期間 年間 250 日（1 日当たり 6 時間） 
1 日 6 時間（休憩等の時間を除く）で年間 250 日作業する

と想定 

移行率 1 

既許可の評価に用いた廃止措置工事環境影響評価ハンド

ブックは圧縮減容処理に相当する移行率の記載がないた

め保守的に全量移行と仮定 

相対濃度 

3.0×10－１１s／cm３ 

（右記による計算結果 2.8×10

－１１s／cm３を保守的に 3.0×10

－１１s／cm３に切り上げ) 

気象データ ：2005 年度（既許可の添付書類九の平常時

被ばくの評価に用いたデータと同様） 

放出高さ  ：地上高さ（有効高さ 0m） 

累積出現頻度：小さい方から 97％ 

評価点    ：廃棄物処理建屋排気口（放出点）の風下方

位南西側約 1320m（人の居住を考慮した評

価点（隣接事業所を含む周辺監視区域境

界）のうち，放出点から海側を除く風下方

位の中で相対濃度が最大となる評価点） 

呼吸率 22.2m３／d 

成人の呼吸率（発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値

に対する評価指針参照） 

本評価では小児の甲状腺に蓄積しやすい傾向を持つよう

素を対象核種としておらず，被ばく評価において保守的な

結果となるよう，小児に比べ呼吸率の高い成人の呼吸率を

用いた。 

呼吸摂取による

実効線量換算係

数 

Co-60 ：1.7×10－２μSv／Bq 

Cs-137：6.7×10－３μSv／Bq 

Sr-90 ：7.7×10－２μSv／Bq 

全α ：6.3×10２μSv／Bq 

H-3  ：4.1×10－５μSv／Bq 

C-14 ：6.5×10－６μSv／Bq 

核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等

の規定に基づく線量限度等を定める告示（ICRP Pub68)参

照 

全α核種は，対象核種のうち呼吸摂取による被ばくが最も

厳しく評価される核種（Ac-227）の換算係数を設定 
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27 条－15 

圧縮減容装置は，既許可における仕分け・切断作業で仕分けされた不燃性

雑固体廃棄物を処理するため，既許可における評価と同様の核種を評価す

る。 

評価対象核種を以下に示す。 

 〇粒子状放射性物質（Co-60，Cs-137，Sr-90，全α） 

 〇揮発性放射性物質（H-3，C-14） 

 

圧縮減容装置では，1 年間にドラム缶 1,500 本の不燃性雑固体廃棄物を取

り扱う計画である。不燃性雑固体廃棄物の放射能量は，保管時の表面線量率

と核種の存在比を基にドラム缶 1 本相当の放射能量を求め，これを評価に用

いる年間取扱い放射能量として，1 年間に取り扱うドラム缶を約 1,500 本の

総放射能量として求める。 

 なお，ドラム缶 1 本相当の放射能量の算出方法は既許可と同様である。 

 年間取扱い放射能量を第 27－5 図に示す。 

 年間取扱い放射能量を基に，気中移行率及び高性能粒子フィルタ性能から

評価した固体廃棄物作業建屋換気系の排気中に含まれる年間推定放出量を第

27－5 図に示す。 

 

 圧縮減容装置による圧縮減容に伴い換気排気中に一部移行した放射性物質

は，固体廃棄物作業建屋換気系の排気ファンにより，高性能粒子フィルタを

通して廃棄物処理建屋排気口（地上約 50m）に導き，放射性物質濃度を監視

しつつ放出する設計とする。 

 圧縮減容装置の設置に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺監視

区域外の空気中濃度を下記の式で評価した。なお，放出期間は，1 日の作業

時間を 6 時間（1 直作業とし，朝礼及び休憩等を除いて午前及び午後に 3 時
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27 条－16 

間ずつの作業と仮定）として年間 250 日（年間 50 週×週 5 日）作業するも

のとして評価する。 

  評価結果を第 27－5 図に示す。 

 

周辺監視区域外の空気中濃度(Bq／cm３)＝ 

年間推定放出量（Bq／y） 

年間作業期間（s／y） 

 

 

 

×相対濃度（s／cm３） 
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27 条－17 
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27 条－18 

 既許可の評価に圧縮減容装置の影響を加えた固体廃棄物作業建屋からの放

出による周辺監視区域外の空気中濃度への影響を下記の式で評価した。評価

結果及び周辺監視区域外の空気中濃度限度との比較を第 27－3 表に示す。 

 

周辺監視区域外の空気中濃度(Bq／cm３)＝ 

（既許可における年間推定放出量（Bq／y）＋今回申請における年間推定

放出量（Bq／y））÷年間作業時間（s／y）×相対濃度（s／cm３）※ 

※ 2005 年の気象データから算出 

 

なお，既許可における年間放出量は，圧縮減容処理エリアの設置に伴い，

仕分け・切断作業エリアの面積が減少するものの，2.1 に記載のとおり処理

本数等に変更はないため，第 27－1 表の条件で行った既許可における年間推

定放出量に影響はない。 

 

第 27－3 表 周辺監視区域外の空気中濃度限度との比較 

核種 

仕分け・切断作業及び圧

縮減容装置の影響による

固体廃棄物作業建屋から

の放出による周辺監視区

域外の空気中濃度 

周辺監視区域外の 

空気中濃度限度 
比 

Co-60 8.8×10－１１Bq／cm３ 4.0×10－６Bq／cm３ 1／(4.6×10４)

Cs-137 5.5×10－１２Bq／cm３ 3.0×10－５Bq／cm３ 1／(5.4×10６)

Sr-90 8.4×10－１３Bq／cm３ 8.0×10－７Bq／cm３ 1／(9.5×10５)

全α  4.7×10－１４Bq／cm３ 2.0×10－１０Bq／cm３ 1／(4.3×10３)

H-3 6.9×10－８Bq／cm３ 5.0×10－３Bq／cm３ 1／(7.3×10４)

C-14 1.7×10－９Bq／cm３ 2.0×10－４Bq／cm３ 1／(1.1×10５)

 

第 27－3 表に示すとおり，既許可における固体廃棄物作業建屋からの推定

放出量に，今回設置する圧縮減容装置による圧縮減容に伴う放出を加えて
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27 条－19 

も，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づ

く線量限度等を定める告示」(第 8 条)に示される周辺監視区域外の空気中濃

度限度と比べて無視し得るほど小さい。 

 

また，圧縮減容装置の設置に伴う固体廃棄物作業建屋からの放出による周辺

監視区域外の一般公衆への被ばく影響を下記の式で評価した。評価結果を第

27－4 表に示す。 

 

周辺監視区域外の一般公衆の実効線量(μSv／y)＝ 

   周辺監視区域外の空気中濃度(Bq／cm３)×呼吸率（㎝３／s） 

×呼吸摂取による実効線量換算係数（μSv／Bq） 

×250d×6(h／d)×3600(s／h） 

 

第 27－4 表 周辺監視区域外の一般公衆の実効線量 

核種 

仕分け・切断作業及び圧縮減容装置

の影響による固体廃棄物作業建屋か

らの放出による周辺監視区域外の一

般公衆の被ばく評価結果（呼吸摂取

に対する実効線量） 

Co-60 2.1×10－３μSv／y 

Cs-137 5.1×10－５μSv／y 

Sr-90 9.0×10－５μSv／y 

全α  4.1×10－２μSv／y 

H-3 3.9×10－３μSv／y 

C-14 1.6×10－５μSv／y 

合計  4.7×10－２μSv／y 

 

第 27－4 表に示すとおり，圧縮減容装置導入による周辺監視区域外の一般

公衆の実効線量についても「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構
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27 条－20 

造及び設備の基準に関する規則の解釈」に示される線量目標値 50μSv／y の

1／1000 を下回り，周辺公衆への影響は無視し得るほど小さいことを確認し

た。 

また，添付書類九に示される東海第二発電所による平常時の被ばく評価の

合計値約 8.4μSv／y（内訳 気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線

量：約 2.8μSv／y，液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く。）による実

効線量：約 5.2μSv／y，気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれるよう素

を同時に摂取する場合の実効線量：約 0.4μSv／y）と比べても十分小さ

い。 

したがって，圧縮減容装置の設計は，既許可における適合のための設計方

針を踏まえたものであり，本項に適合する。 

なお，全粒子状放射性物質の放出量については，放射線業務従事者線量等

報告書及び放射線管理等報告書で報告しており，過去 5 年間の廃棄物処理建

屋排気筒からの放出量の実績は第 27－5 表に示すとおり，全て検出限界未満

である。 

 

第 27－5 表 廃棄物処理建屋排気筒からの全粒子状放射性物質の放出量実績 

年度 放出量 検出限界濃度 

平成 28 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

平成 29 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

平成 30 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

令和元年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)

令和 2 年度 検出限界未満 4×10－９Bq／cm３以下(Co-60 で代表)
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27 条－21 

2.3 設置許可基準規則第二十七条第１項第２号について 

既許可における設計方針 

 既許可において，液体廃棄物処理系は，放射性廃液の漏えいの発生を防止す

るため適切な材料を使用するとともに適切な計測制御設備を有する設計として

いる。漏えいが生じた場合，漏えいを早期検出するため漏えい検出器等により

検出し，警報を廃棄物処理操作室に個別に表示するとともに，一括して中央制

御室に表示する設計とし，かつ，漏えいの拡大を防止するため主要な設備は，

独立した区画内に設けるか，周辺に堰等を設ける設計としている。 

液体廃棄物処理系及び関連する施設は，建屋及び連絡暗渠外ヘの漏えい並び

に敷地外ヘの放出経路の形成を防止する設計としている。 

【二十七条－参考 11】 

 

圧縮減容装置の設置時における設計方針 

 圧縮減容装置は，液体状の放射性廃棄物の処理に係る設備ではないため，適

合対象外とする。 
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27 条－22 

2.4 設置許可基準規則第二十七条第１項第３号について 

 圧縮減容装置を設置する固体廃棄物作業建屋の仕分け・切断作業エリアの中

の区画された作業場は仕分け作業と切断作業を行う設計としており，圧縮減容

装置の導入後は，加えて圧縮処理を行う設計とする。 

 

 (1) 仕分け作業 

 既許可における設計方針 

 既許可において仕分け作業は，以下のとおり放射性物質が散逸し難い設計

としている。 

仕分け作業は，「仕分け・切断作業エリア」内の壁，天井，扉により区画さ

れた作業場で行い，固体廃棄物作業建屋の換気設備により負圧が維持される

ため，外部に放射性物質が漏出することはない。この作業場は，4 回／h 以上

の換気能力を確保する設計としている。 

さらに，空気中の放射性物質濃度測定を行い，空気中の放射性物質濃度が

放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃度限度（核原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示）の 1

／10 を超えるか，又はそのおそれのある場合は，高性能粒子フィルタ付き局

所排風機を使用して作業を行うことにより，仕分け・切断作業エリア内での

放射性物質の拡散を防止する。これらの排気は，仕分け・切断作業エリアに

設けられている建屋の排気系のダクトへ導く。 

なお，仕分け・切断作業エリア内における作業員は，汚染管理区域に基づ

く放射線防護具により，放射性物質から防護される。 

雑固体廃棄物を収納するドラム缶等を移動する際は，固体廃棄物をドラム

缶等の容器に収納し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱うとして

いる。 
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27 条－23 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行っている。 

【二十七条－参考 12】 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，フードで囲い，フード内を排気し負圧を維持することで

放射性物質が散逸し難い設計とし，上記仕分け作業の散逸し難い設計に悪影

響を与えない設計とする。  
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27 条－24 

(2) 切断作業 

 既許可における設計方針 

 既許可において，切断作業は，以下のとおり放射性物質が散逸し難い設計

としている。 

仕分け・切断作業エリアにおいて仕分けされた不燃性雑固体廃棄物は，雑

固体減容処理設備への供給又はドラム缶に収納して固型化する処理に適した

大きさに切断する。切断作業はバンドソーやプラズマ切断機を使用する。作

業の状況を第 27－6 図に示す。 

 切断作業は，(1) 仕分け作業と同じ作業場で行い，区画されており，固体

廃棄物作業建屋の換気設備により十分な換気量が確保され，負圧が維持され

るため，外部に放射性物質が漏出することはない。この作業場は，4 回／h 以

上の換気能力を確保する設計としている。 

さらに，空気中の放射性物質濃度測定を行い，空気中の放射性物質濃度が

放射線業務従事者の呼吸する空気中の濃度限度の 1／10 を超えるか，又はそ

のおそれのある場合は，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を使用して作業

を行うか，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を備えたクリーンハウス内で

作業を行うことにより，仕分け・切断作業エリア内での放射性物質の拡散を

防止する。これらの排気は，仕分け・切断作業エリアに設けられている建屋

の排気系のダクトへ導く。 

不燃性雑固体廃棄物をプラズマ切断機を使用して切断作業を行う場合は，

仕分け・切断作業エリア内に設けたプラズマ切断作業用の独立した区画内で

作業を行い，高性能粒子フィルタ付き局所排風機を使用し，排気は同区画内

に設けられている建屋の排気系のダクトへ導く。 

なお，仕分け・切断作業エリア内における作業員は，汚染管理区域に基づ

く放射線防護具により，放射性物質から防護される。 
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27 条－25 

雑固体廃棄物を収納するドラム缶等を移動する際は，固体廃棄物をドラム

缶等の容器に収納し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱うとして

いる。 

・ドラム缶：本体に蓋を載せ，専用のリング（バンド）を巻きつけ，バッ

クルで締め付けるか又はボルト締めする。 

・鉄箱：本体に蓋を載せ，ボルト締めする。 

ドラム缶等の容器をフォークリフト及び台車等を使用して移動する際は，

容器が落下して汚染を拡大させないよう，移動前にフォークリフトや台車へ

の積載状況確認及び容器の蓋の締め付け状況の確認を確実に行っている。 

【二十七条－参考 12】 

 

第 27－6 図 切断作業の状況 

 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針 

圧縮減容装置は，フードで囲い，フード内を排気し負圧を維持することで

放射性物質が散逸し難い設計とし，上記切断作業の散逸し難い設計に悪影響

を与えない設計とする。  
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27 条－26 

(3) 圧縮処理 

 圧縮減容装置の設置時における設計方針 

 圧縮減容装置は，フードで囲い，フードからの排気は固体廃棄物作業建屋

換気系へ接続することによりフード内を負圧に維持し，放射性物質が散逸し

難い設計とする。圧縮減容装置に設置するフード及びフードからの排気のイ

メージ図を第 27－7 図に示す。フードからの排気は固体廃棄物作業建屋換気

系における汚染の可能性のある区域（仕分け・切断作業エリア及び圧縮減容

処理エリア）からの排気ラインに接続するが，フードの下部から汚染の可能

性のある区域の雰囲気を排気することにより，汚染の可能性のある区域の負

圧維持や換気能力（4 回／h 以上）に悪影響を与えない設計とする。 

上記の設計は，既許可における適合のための設計方針を踏まえたものであ

り，圧縮減容装置が圧縮処理を行う過程において放射性物質は散逸し難く，

本項に適合する。 

 

 なお，圧縮減容装置は，以下の対策を行うことで更なる散逸防止を図るこ

ととする。 

・圧縮減容装置で取り扱う放射性廃棄物は，不燃性雑固体廃棄物のうち

無機物（保温材等），難燃物（ゴム，樹脂等），ペール缶，薄物金属等

とし，焼却灰等の粉粒物は対象に含まないものとする。 

・圧縮減容装置は，第 27－7 図のとおり，三軸のシリンダから構成され

ており，対象廃棄物を入れたドラム缶を投入口にセットし，蓋押しシ

リンダで上部から押さえつけた上で横押しシリンダ及び中押しシリン

ダで圧縮する構造であり，放射性物質が散逸し難い設計とする。 

・圧縮減容装置で処理する対象廃棄物は，1 本につき約 1 分かけて圧縮

減容することにより，急激な体積変化による放射性物質の吹き出し等

263



 

27 条－27 

は起こり難い設計とする。 

・圧縮減容装置で圧縮減容を行う際には，固体廃棄物をドラム缶に収納

し，パッキン付きの蓋を締め付けた状態で取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 27－7 図 圧縮減容装置のイメージ図 
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27 条－29 

二十七条－参考 1 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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27 条－30 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 30 年） 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置並びに体制の整備等】
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27 条－31 

二十七条－参考 2 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置につい

て」】  
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27 条－33 

二十七条－参考 3 

 

【原子炉設置変更許可申請書（平成 21 年）固体廃棄物作業建屋の設置 

安全審査資料「東海・東海第二発電所 固体廃棄物作業建屋の設置について  

補足説明資料」】  
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